
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103030103050101 事務事業名 生活保護適正実施推進事業
担当部 保健福祉部

担当課 生活福祉課

政策名 03 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 山元　幸治

施策名 05 社会保障制度の円滑な運営 グループ 管理グループ

基本事業名 01 生活困窮者等への支援 内線番号 2041

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 17 年度～）

項 03 生活保護費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 生活保護総務費 根拠法令・条例等 生活保護法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 なし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

相談日数（面接相談員による延べ日数） 日 282 300 277 300 300

レセプト点検日数（委託＋所員） 日 90 90 90 90 90

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

生活困窮者 生活保護相談件数 件 338 300 367 350 350

医療扶助費 レセプト点検件数 件 40,595 40,000 41,440 40,000 40,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

生活保護の適正な実施 生活保護新規申請件数 件 224.0 200.0 222.0 200.0 200.0

医療扶助の適正な実施 過誤調整額 千円 3,754 10,500 ▲ 85 5,000 5,000

 （３） 総合計画との関係

 ⑥ 基本事業の目的、取組方針（総合計画より）　

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 3,846 3,799 5,458 3,360 3,360

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 1,488 1,575 2,587 1,428 1,428

千円 5,334 5,374 8,045 4,788 4,788

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 5,334 5,374 8,045 4,788 4,788

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度 （平成30年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

生活保護の適正な運営を確保するため、各種適正化の取組を推進する。
・医療扶助の適正な運営を確保するため、診療報酬明細書点検を実施し、併せて後発医薬品の使用を促進するなど電子レセプトシステムを積極的
に活用し、医療扶助費等の適正化及び生活保護受給者の自立支援を推進する。
・収入申告書徴取の徹底や関係先調査の実施等によって収入資産状況を的確に把握することにより、不正受給の防止を図る。
・扶養義務者に対し扶養能力調査を定期又は随時に実施すること等により、扶養義務の履行の促進を図る。　
・面接相談業務について、専門的知識を有する者等を専任で雇用することにより、要保護者に対するきめ細やかな対応及び生活保護の適正実施
を推進するなど実施体制の整備強化を図る。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
29年度 30年度 31年度 2020年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

　生活保護受給者に対する必要かつ適切な支援を行い、就労による早期の自立を促進するとともに、日常的・社会的自立ができるよう、関係機関と
連携し、きめ細やかな相談・支援体制の充実を図ります。
　また、生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前の生活困窮者に対して、自立相談支援、就労支援及び住居確保支援に取り組むとと
もに、複合的な課題に対し、包括的・継続的に支援できる体制の構築に努めます。

29年度 30年度 31年度 2020年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　面接相談や保護の申請時においては、来訪
者へ懇切丁寧に生活保護法の趣旨や制度概
要を説明するとともに、他法他施策について専
門的な立場からの助言を行う等適切な援助を行
うことが必要であり、保護の要否を判定するにあ
たっては十分な調査を行うとともに、援助困難ケ
ースについては組織的な対応をとることが重要
である。また、医療扶助の実施については不適
切な頻回受診や重複処方等の防止、後発医薬
品の使用促進はもとより、生活習慣病の重症化
予防等の健康管理支援にも取組むことが求めら
れる。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成30年度の実績及び成果

（１）平成30年度の実績（取組） （２）平成30年度の成果

・レセプト点検（委託）　件数　　３８，６２２件
・後発医薬品使用率（数量）　　８７．９％（平成３０年８月～１０月）
・資産調査件数（新規申請を除く）　　２，４５８件
・扶養義務者調査（新規申請を除く）　　２３４件

　生活保護面接相談員２名の配置により、面接相談や生活保護の申請
時において丁寧な対応が可能となり、適正な生活保護の実施に繋がった
。また、年間３００件を超える相談に対応していることで、ケースワーカー
の負担軽減ができた。
　診療報酬明細書点検業務委託により、レセプトの内容点検や縦覧点検
を行い、医療費の適正を図った。
　継続受給中の被保護者に対しては、資産調査と扶養義務者への扶養
の可能性照会により、保護費の減額ができた。

1



0103030103050101 生活保護適正実施推進事業
保健福祉部

生活福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④
　生活保護の適正な実施が困難となる。

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　面接相談員の配置により、専門的な立場から支援や助言ができ
、保護受給の必要な人に適切な保護の実施ができるなど、基本事
業の意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　生活保護適正実施推進事業実施要領により実施主体は市区町
村となっており、生活保護の適正な運営を確保するための、各種
適正化の取組を推進することを目的としているため妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　他の補助事業に取組むことで、さらなる保護費の抑制が期待で
きる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　最低限の経費で行っており、削減余地はない。
　補助金は、生活困窮者自立支援法で補助率等が定められてい
るため削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　生活保護現業員数が社会福祉法に定める人員を下回っている
現状では削減の余地はない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱および生活保護適
正実施推進事業実施要領に基づき実施しており適正である。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）2020年度の事務
事業の改革改善の
方向性"

（２）平成31年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

《生活習慣病の医療機関未受診者の支援》
　　生活習慣病の未受診者について、確実に受診に繋げ、医療扶助の適正化を図る。

（３）2020年度の方向
性
（具体的な取組）

≪医療扶助の適正化・健康管理支援≫
　○現状の医療・健康等情報を調査・分析し、被保護者の健康課題を把握
　○健診受診勧奨
　○医療機関受診勧奨
　○生活習慣病等に関する健康指導・生活支援

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0103030103050101 生活保護適正実施推進事業
担当部 保健福祉部

担当課 生活福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 3,350 3,356 3,356

8 0 0

9 14 43 43

10 0 0

11 249 250 250

249 250 250

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 405 408 408

405 408 408

0 0

0 0

0 0

13 4,012 716 716

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 15 15 15

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

8,045 4,788 4,788

5,458 3,360 3,360

0 0

0 0

0 0

2,587 1,428 1,428

計 8,045 4,788 4,788

当初予算 5,374 区分 名称 金額

補正予算 3,000 国庫支出金 生活保護適正実施推進事業費 5,458

3,000 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 5 0

予算合計 8,379 0

0

0

0

0

合　計 5,458

事務事業
コード

事　務
事業名

平成30年度　（決算） 平成31年度　（当初予算） 2020年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成30年度補正・流用状況 平成30年度特定財源内訳

補正第1号

平成30当初予算には平成29年度からの繰越分を含む
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事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0103010103050102 事務事業名 生活困窮者自立支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 生活福祉課

政策名 03 やさしさ（誰もが支えあいながら生き生きと暮らせるまちづくり） 担当課長 山元　幸治

施策名 05 社会保障制度の円滑な運営 グループ 管理グループ

基本事業名 01 生活困窮者等への支援 内線番号 2041

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 03 民生費 ■ H 27 年度～）

項 01 社会福祉費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 社会福祉総務費 根拠法令・条例等 生活困窮者自立支援法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

相談件数 件 78 160 75 100 100

支援（面談）回数 件 890 600 685 800 800

就労相談日数（就労支援員による延べ日数） 日 287 300 286 300 300

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

生活困窮者 要支援者数 人 43 100 40 90 90

就労相談件数 件 840 1,000 873 1,000 1,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

経済的に自立した生活を営む 就労、増収者数 人 16.0 40.0 10.0 30.0 30.0

他の制度や専門機関へ繋ぐ 繋いだ人数 人 27 90 27 50 50

生活保護受給者の就労・自立 新規就労者数 人 56 90 57 90 90

 （３） 総合計画との関係

 ⑥ 基本事業の目的、取組方針（総合計画より）　

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 6,629 6,835 6,835 7,050 7,057

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 2,193 2,630 2,049 2,768 2,733

千円 8,822 9,465 8,884 9,818 9,790

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 8,822 9,465 8,884 9,818 9,790

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成31年度 （平成30年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者（以下「生活困窮者」という。）に対し、生活保護に至る前の段
階での自立支援策の強化を図るため、相談事業の実施、住居確保給付金の支給その他の支援を行うための所要の措置を講ずる。
・相談窓口に、主任相談支援員、相談支援員、就労支援員を配置する。
・生活困窮者の相談に応じ、アセスメントを実施して個々人の状態にあったプランを作成し、必要なサービスの提供につなげる。
・関係機関への同行訪問や就労支援員による就労支援などを行う。
・関係機関とのネットワークづくりと地域に不足する社会資源の開発等に取り組む。
・離職により住居を失った又はそのおそれが高い生活困窮者であって、収入等が一定水準以下の者に対して、有期で家賃相当額を支給する。
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する学習支援や居場所づくり、養育に関する保護者への助言を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
29年度 30年度 31年度 2020年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ
生活保護受給者
（１５～６４才の就労可能者）

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

29年度 30年度 31年度 2020年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

　生活保護受給者に対する必要かつ適切な支援を行い、就労による早期の自立を促進するとともに、日常的・社会的自立ができるよう、関係機関と
連携し、きめ細やかな相談・支援体制の充実を図ります。
　また、生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前の生活困窮者に対して、自立相談支援、就労支援及び住居確保支援に取り組むとと
もに、複合的な課題に対し、包括的・継続的に支援できる体制の構築に努めます。

29年度 30年度 31年度 2020年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　本制度は、我が国の経済社会の構造的変化
を踏まえ、生活保護に至る前の段階の自立支援
策の強化を図るため生活困窮者に対して包括
的な支援を行うものであり、生活困窮者の自立と
尊厳の確保及び生活困窮者支援を通じた地域
づくりを制度の目標に置いている。生活困窮者
支援の具体的な特徴は、包括的な支援、個別
的な支援、早期的な支援、継続的な支援、分権
的・創造的な支援であり、こうした本制度の理念
を十分理解した上で体制整備を行うことが必要
である。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成30年度の実績及び成果

（１）平成30年度の実績（取組） （２）平成30年度の成果

・新規相談件数　67件
・支援プラン作成件数　14件
・生活困窮者就労者数　10人
・生活保護受給者新規就労者数　57人
  うち生活保護受給者等就労自立促進事業（国分公共職業安定所）
　就労者数　36人（利用者　78人中）　　　
・住居確保給付金の支給　3件
・子どもの学習支援参加者　19人

　相談窓口に主任相談員１名（職員兼務）、相談支援員１名（嘱託）、就
労支援員１名（嘱託）を配置し相談者に対する支援を行った。家計や就
労に関するアドバイス、住居確保給付金支給等の支援、必要に応じて他
制度や他専門機関に繋ぐなどの支援ができた。
　就労支援員２名の配置により、国分公共職業安定所との連携による生
活保護者等就労自立促進事業を利用するなどの就労支援を行うことで、
就労でき、収入増などの自立に繋がった。　
　子どもの学習支援事業では、申込者21人、うち国分会場14人、隼人会
場5人の計19人が参加した。学力の向上、学習の習慣付け、居場所づく
りなどの支援ができた。
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0103010103050102 生活困窮者自立支援事業
保健福祉部

生活福祉課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○ ○

◆生活困窮者自立支援事業（自立相談支援事業・子どもの学習支援事業）の委託に向けて検討する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　生活困窮状態の市民からの相談を受け、助言・指導を行い、状
況に応じ、適切な支援を行うことで、自立の促進を図ることが目的
であり、基本事業の意図に結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　生活困窮者自立支援法に基づき市が行う責務を有することから
、本事務事業を実施することは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　法に定める任意事業へ取り組むことで支援の幅が広がり、就労、
自立に向けた支援計画の実効性が高まる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
　生活困窮者自立支援法に基づき実施しなければならない事業
であるため廃止できない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　本事業に要する経費は必要最小限で構成されており、住居確保
給付金についても申請数で変動するため削減の余地はない。
　補助金は、補助金交付要綱で補助率等が定められているため、
市の負担削減はできない。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　本事業に携わる人員は必要最小限に留めており、これ以上の削
減や効率化を図ることはできない。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　対象者は生活困窮者自立支援法で定めてあり、公平性は確保
されている。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（1）2020年度の事務
事業の改革改善の
方向性"

（２）平成31年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）2020年度の方向
性
（具体的な取組）

◆生活困窮者自立支援事業を委託し、実施する。
　・自立相談支援事業（必須事業）
　・子ども学習支援事業（任意事業）

（１）事務事業の改革
改善方向性
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0103010103050102 生活困窮者自立支援事業
担当部 保健福祉部

担当課 生活福祉課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 7,200 7,258 7,350

8 958 1,080 1,080

9 0 115

10 0 0

11 579 820 820

360 380 380

100 300 300

0 0

119 140 140

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 60 60 60

60 60 60

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 5

20 87 480 480

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

8,884 9,818 9,790

6,835 7,050 7,057

0 0

0 0

0 0

2,049 2,768 2,733

計 8,884 9,818 9,790

当初予算 9,465 区分 名称 金額

補正予算 0 国庫支出金 生活困窮者自立支援事業費 6,310

0 国庫支出金 生活困窮者就労準備支援事業費 525

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 9,465 0

0

0

0

0

合　計 6,835

事務事業
コード

事　務
事業名

平成30年度　（決算） 平成31年度　（当初予算） 2020年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成30年度補正・流用状況 平成30年度特定財源内訳

平成30当初予算には平成29年度からの繰越分を含む
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